
 

 
     

県立横浜修悠館高等学校長  

令和６年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（２月 26日実施） 

総合評価（３月 25日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

・生徒の柔軟な
学びに配慮した
教 育 課 程 に よ
り、個別最適な
学びを学校全体
で推進 
 
・誰一人取り残
すことなく、多
様な教育ﾆｰｽﾞに
即した支援の充
実 

〇令和7年度、ｵ
ﾝﾗｲﾝ学習を導入
するためｵﾝﾗｲﾝﾚ
ﾎﾟｰﾄやｵﾝﾗｲﾝｽｸｰ
ﾘﾝｸﾞの実施に向
け、教科内及び
学校全体で取り
組む。 
 
〇活動率を高め
るための最適策
を模索し、全て
の生徒へ学習支
援や連絡・相談
体制が取れるよ
う学務ｸﾞﾙｰﾌﾟな
ど が 中 心 と な
り、学校全体で
取り組む。 

(1)ｵﾝﾗｲﾝ学習の導
入に向け、修悠館
ﾏｲﾍﾟｰｼﾞの利活用
を全生徒に周知さ
せ、動画を含む学
習ｺﾝﾃﾝﾂ等学習支
援体制のさらなる
充実を図る。 
(2)非活動生を無く
すため、履修登録
や受講手続きの方
法を模索し、全生
徒が活動生となり、
一人ひとりに最適
な学習支援を各方
面からできるよう学
校全体で工夫し、
単位修得に結びつ
けるよう努力する。 

(1)ｵﾝﾗｲﾝﾚﾎﾟｰﾄの作
成に当たり、教員の
添削作業効率の低
下や生徒の作業ｽﾄﾚ
ｽの増大などに起因
するﾚﾎﾟｰﾄ提出率の
低下を招かぬよう学
習支援体制を構築で
きたか。 
 
(2)全生徒が活動生と
なる方策を構築し、
生徒間の格差を、担
任だけではなく、教
科担当者、担当ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟなど学校全体で連
携をし、単位修得に
結びつけることで格
差是正ができたか。  

(1)ｵﾝﾗｲﾝﾚﾎﾟｰﾄに関
する一連の流れを、す
べての教科で試行
し、問題・課題等を整
理し、ｼｽﾃﾑ開発者と
共有してｼｽﾃﾑ改修に
つなげた。 
 
 
 
(2)受講料、諸会費の
支払いのｷｬｯｼｭﾚｽ化
に向けた調整を行い、
令和７年度より受講料
は e-kanagawa 電子申
請、諸会費は銀行振
込での支払いとなっ
た。 

(1)次年度からのｵﾝﾗｲ
ﾝﾚﾎﾟｰﾄの開始に向け
て、ﾚﾎﾟｰﾄ提出率の低
下を招かぬよう、わかり
やすい生徒用ﾏﾆｭｱﾙ
を作成するとともに、ｵ
ﾝﾗｲﾝﾚﾎﾟｰﾄ操作説明
会等のｶﾞｲﾀﾞﾝｽを充実
させる。 
 
(2)支払方法の変更に
よって活動率の低下を
招かぬよう、わかりや
すい案内を行うととも
に、ｷｬｯｼｭﾚｽ化に対
応できない生徒には、
現金での支払い等の
対応ができるよう体制
を整える。 

(1)導入して最初の１
年はﾚﾎﾟｰﾄ提出率は下
がる懸念があるが、で
きるだけ減少が抑えら
れるように頑張ってほ
しい。「やりたいけど
方法がわからない」と
いう生徒への対応をし
っかりお願いしたい。 
「ﾃﾞｼﾞﾀﾙｼﾁｽﾞﾝｼｯﾌﾟ教
育」をぜひ行ってほし
い。ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾈｲﾃｨﾌﾞがど
のような社会性を身に
付けていくのかが重要
になってくる。 
生徒に情報を得る力や
判断する力を養ってほ
しい。 

(1)令和 7 年度からのｵﾝﾗｲﾝﾚﾎﾟｰﾄ
実施に向けて、担当ｸﾞﾙｰﾌﾟが中
心となって、学校全体で組織的
に準備を進めることができた。
特に、ｵﾝﾗｲﾝﾚﾎﾟｰﾄに関する一連
の流れを、すべての教科で試行
した際は、各教科の要望を丁寧
に聞き取り、ｼｽﾃﾑ開発者と共有
してｼｽﾃﾑ改修につなげること
で、教員、生徒の作業ｽﾄﾚｽを最
小限とするｼｽﾃﾑが確立できた。
令和 7 年度は、利用開始までの
ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ及び利用開始してからの
ﾌｫﾛｰを丁寧に行う必要がある。 
(2)受講料、諸会費の支払い方法
を現金徴収からｷｬｯｼｭﾚｽに変更し
た。ｷｬｯｼｭﾚｽ化によって活動率の
低下を招かぬよう、各家庭への
丁寧な対応が必要である。 

(1)視覚効果を活用したわかり
やすい丁寧な教員用、生徒用ﾏ
ﾆｭｱﾙを作成する。また、全生
徒を対象としたｵﾝﾗｲﾝﾚﾎﾟｰﾄ操
作説明会を実施するが、その
後は個別の対応が必須となる
ことが予想されるため、教員
研修も丁寧に実施していくこ
とで、学校全体で組織的に対
応していける体制を整える。 
生徒の学習が抑制または止ま
ってしまうことがないよう、
取組み状況を注視し、迅速な
対応を行っていく。 
(2)受講手続きに向けて、事務
等とも事前の打合せを綿密に
行うことで、当日現金徴収の
過程も含め、手続きが円滑に
進むよう体制を整える。 

２ 
(幼児・児童・) 
生徒指導・支援 

・生徒が安心し
て学べる教育環
境を維持する。
主体的に取組む
意識の醸成をめ
ざした教育活動
の充実 

 

 
・生徒が自己を
尊重し、自らの
力を十分発揮で
きるよう個別最
適化を図り、充
実した学校生活
の実現 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇生徒指導規定
やいじめ防止ﾏﾆ
ｭｱﾙの内容を全
職員が理解し共
通認識を持って
指導を行う。 
 
〇生徒が学校の
規則を遵守し安
心して学校生活
を送れるよう、
規則の周知徹底
に努める。主体
的に参加できる
学校行事を充実
させる。 
 
 
〇より効率的な
生徒情報の把握
および職員間で
の共有に努め、
生徒一人ひとり
の教育的ﾆｰｽﾞに
沿った効果的で
継続的な支援を
行えるように一
層の整備を 行
う。 
 
 

(1)いじめ防止の
ため、いじめｱﾝｹｰ
ﾄの 100%の回収率
を目指す。問題行
動には早期発見・
対応し、職員間で
共通理解を持ち生
徒指導を行う。 
(2)学校ﾎ ｰ ﾑ ﾍ ﾟ ｰ
ｼﾞ、通信紙・掲示
物・校内放送等を
用い、学校の規則
を周知していく。
自ら学ぶ意欲を育
むため多様な学習
機会を提供する。 
(3)教職員、SC、
SSW および教育支
援専門員等の情報
共有においてﾃﾞｰﾀ
ﾍﾞｰｽを積極的に活
用し、学習および
生活上の支援を要
する生徒への支援
の充実化を図る。 
(4)SC・SSWに併せ
てﾒﾝﾀｰ制度や外部
機関等と連携し、
相談者の分散を図
り面談日程に余裕
が生じる仕組みを
整え、生徒支援の
充実に繋げる。 

(1)いじめｱﾝｹｰﾄの
回収率 100%を達成
できたか。問題行
動の早期発見・対
応し共通の理解を
持った指導ができ
たか。 
(2)学校ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、
通信紙・掲示物・
校内放送などを通
して学校のルール
を周知できたか。
自ら学ぶ意欲を育
むため多様な学習
機会を提供できた
か。 
(3)教職員および関
係者が様々な情報
をﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに積極
的に登録したか、ｹ
ｰｽ会議や情報交換
会、担任間の引継
ぎなどの場面にお
いてﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽが活
用されたか。 
(4)SCや SSWに必要
に応じて相談を受
けさせることがで
きているか。安心
して相談に集中で
きる環境づくりな
どの体制となって
いるか。 

(1)いじめｱﾝｹｰﾄは、
昨年同様 90%であっ
た。対応が必要な事
案は担任や関係ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟと情報共有を行い
解決に努めた。 
 
(2)学校通信、校内放
送等を通じて本校のﾙ
ｰﾙを継続的に周知し
た。生徒が主体的に
取り組めるよう学校
行事の計画を見直し
た。 
 
 
(3)ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに積極的
に登録することにつ
いては、ほぼ問題な
く達成できている。  
 
 
(4)SC・SSW との連携
や情報共有について
は滞りなくできてい
る。SC・SSW の面談
予約の際に教育相談ｺ
ｰﾃﾞｨﾈｰﾀを通した事前
相談の仕組みを取り
入れることにより、
各生徒に適切な支援
をつなげることがで
きやすくなった。 

(1)残る 10%の未回収
分への働きかけについ
て、更に検討が必要で
ある。また、多様化す
る問題行動への新たな
対策を検討する必要が
ある。  
(2) 今後は学校のﾙｰﾙ
を生徒へ伝える方法を
工夫し浸透できるよう
努めていく。多くの行
事を設け生徒が様々な
行事に参加できるよう
更なる工夫が必要であ
る。 
 
(3)登録された情報を
実際の支援にどのよう
に活用していくかが課
題であり、それについ
て実際に即して考えて
いく。  
 
 
(4)SC・SSW 等との連
携を更に密にして生徒
支援の充実につなげて
く必要がある。  
 

(3)ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの活用も
引き続き検討してほし
い。 
 
(4)開校以来多様な生
徒を受け入れながら、
毎年課題を見出して進
まれている印象であ
る。今後も、外国につ
ながる生徒の支援体制
を整えてほしい。 

(1)いじめｱﾝｹｰﾄは 90%と昨年同
様に維持し、対応が必要な事案
は担任および関係ｸﾞﾙｰﾌﾟと適切
に情報共有を行い解決に努め
た。いじめｱﾝｹｰﾄの未回収に対し
働きかけが課題として残る。多
様化する問題行動に対する新た
な対応策の検討が必要である。 
 
(2)生徒の安心・安全を確保のた
めに学校通信や校内放送を通じ
て学校のﾙｰﾙを周知した。学校行
事の計画を見直しは、生徒の学
校生活への積極的な参加を促し
たと考えられる。学校のルール
を生徒への伝達方法は、伝わり
やすいひつようである。 
 
(3)ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽへの情報の入力など
登録についてはほぼ問題なくで
きている。今後は、情報をいか
に活用し生徒の必要な支援につ
なげていけるかが課題である。 
 
(4)SC,SSW との面談の予約方法
の仕組みを工夫することで解消
されてきている。また、情報共
有も滞りなくできた。今後は共
有した情報を生徒支援に活かし
ていくことを考えていきたい。 

(1)いじめｱﾝｹｰﾄは、担任を通
じた継続的な声かけや、ｱﾝｹｰﾄ
方法の見直し（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化や時
間確保の工夫）により回収率
向上を目指す。 
多様化する問題行動に対応す
るため、教員間での情報共有
や研修を実施し対応を進め
る。 
(2)ﾙｰﾙの伝達方法について、
生徒目線での工夫を加えﾎﾟｽタ
-や動画などの活用を検討す
る。学校行事はさらに多くの
生徒が参加できるよう環境を
整える。 
 
 
 
(3)ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの情報を常にｱｯﾌﾟ
ﾛｰﾄﾞしていき、その状況に合
った支援を組織的に取り組ん
でいく方策を整える。 
 
 
(4)単に情報を得るだけではな
く、そこから問題点を洗い出
し、生徒支援へつなげる様に
SC、SSW との関りを密にしてい
く。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（２月 26日実施） 

総合評価（３月 25日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

３ 進路指導・支援 

・生徒が将来を
考え、自分の適
性に合った実現
可能な進路選択
を行い、行動で
きるようｻﾎﾟｰﾄ
体制の強化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・生徒個々の可
能性を広げ、社
会 的 自 立 に 向
け、生徒が興味
関心を持ち積極
的に活動できる
支援体制の充実 
 
 
 
 
 
 
 

○横浜中地区の
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの参
加者を昨年度よ
り増やし、新し
い知識や経験か
ら視野を広げる
機会とする。 
 
○進学ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ
ｰの利用、各種
説明会等の参加
を増加させる。
また、新しく、
総合型・学校推
薦型選抜対策、
「進路・進学探
究」というﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑを実践する。 
 
○生徒の成長に
寄与できる通級
指導のあり方を
探り、生徒一人
ひとりが成長を
自覚し、将来の
自己実現に繋が
るよう関係機関
と連携し、一層
効果的な支援を
行う。 

(1)通信紙やGoog- 
le Classroom の利
用により、参加す
ることの意義を周
知する。 
(2)Google Class- 
roomを活用するこ
とにより、迅速に
進学に係る情報を
流していく。ま
た、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにつ
いては、具体的な
運営の仕方を決め
て、関係機関の担
当者と協力して実
践する。 
 
(3)通級指導教室
受講生等に早期の
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ・就業
体験等を行い、生
徒・保護者の意向
を確認し、卒業後
の進路を見据えた
個々の生徒支援と
なるよう担任や生
徒に呼びかける。 
(4)校内での情報
共有と共通理解を
図るとともに、関
係機関との連携に
よるきめ細かな支
援に努め、挑戦す
る力を育む。 

(1)横浜中地区のｲﾝ
ﾀｰﾝｼｯﾌﾟの参加者を
昨年度より、増や
す こ と が で き た
か。 
 
(2)進路説明会、総
合型・推薦型入試
説明会、進学面接
試験ｶﾞｲﾀﾞﾝｽの参加
者が昨年度より増
え た か 。 ま た 、
「 進 路 ・ 進 学 探
究」ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑをｽﾑｰ
ｽ ﾞ に 運 営 で き た
か。 
 
(3)担任等と連携
し、 生徒・保護者
の意向を確認し、ｽ
ﾑｰｽﾞな就労活動が
できたか。 
 
 
(4)生徒一人ひとり
に必要な支援を行
うための工夫がで
きたか。生徒自身
が成長の振り返り
を行い、自己認識
することができた
か。 

(1)参加者は増やせな
かったが、新たな取組
みとして就職前ｲﾝﾀｰﾝｼ
ｯﾌﾟを実施し、自分に
適した就職支援を実施
した。  
(2)卒業生対象の
Google Classroom を
活用し、情報を適確に
伝えた。各進路説明会
の参加者が昨年度より
増えた。また、今年度
導入した「進路・進学
探究」ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適切
に運営できた。  
(3)担任と協力しなが
ら生徒の希望を確認し
つつ、自立支援の会な
どを通じて保護者にも
情報提供を行い、説明
会や見学会などに積極
的に参加し、円滑な就
労活動ができるように
支援した。  
(4)通級指導の内容を
工夫することにより生
徒それぞれに必要な支
援ができ、その都度、
生徒自身が振り返りを
実施し、自己認識につ
なげることができた。
また、担当教員も振り
返りを実施し、よりよ
い支援を模索した。  

(1)参加した生徒から
成果報告のあった横
浜中地区のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ
の参加者を増やす努
力を今後もしてい
く。また、就職後の
退職率に大きな影響
がある就職前ｲﾝﾀｰﾝｼｯ
ﾌﾟを実施した成果を
踏まえて今後さらに
検討する。  
(2)「進路・進学探
究」ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの参加者
を増やすため、広報
時期や保護者にも情
報を提供していく。  
(3)生徒の個性や保護
者の希望に見合った
就労先の候補が多数
提示できるような工
夫が必要である。そ
のためにより積極的
に説明会や見学会に
参加しやすいｼｽﾃﾑを
構築する。  
(4)生徒の取り組みの
様子の観察や生徒の
自己評価を有効に活
用し、個々に対して
有効な支援の在り方
を考える。 

(1)就職前のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ
の取り組みは、とても
良い。雇う側も働き手
も、ﾐｽﾏｯﾁを防ぐのは
良いこと。ﾊﾛｰﾜｰｸなど
の制限もある中で、ど
のように就職前のﾏｯﾁﾝ
ｸﾞをいかに増やしてい
くのかは重要になって
くるので、今後も頑張
ってほしい。 
 
(2)(3)生徒達に将来自
立して生きていくとい
う意識を持たせてほし
い。そのような生徒を
一人でも増やすような
取り組みをしていただ
きたい。今の時代働く
気さえあれば就職はで
きる。転職は好ましく
ない。最低限の学力も
必要である。 
卒業する生徒達を、ど
こにどのようにつなげ
ていくのかを考えても
らえたらと思う。ｻﾎﾟｰ
ﾄｽﾃｰｼｮﾝとの連携があ
るので、それを活かし
てほしい。 

(1)横浜中地区のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの参加
者からは成果報告があったので、
目標であった参加数については来
年度も重点目標としていきたい。
新たな取組みとして就職前ｲﾝﾀｰﾝｼ
ｯﾌﾟを実施し、自分に適した就職
支援を実施した結果、退職率に大
きな影響があった点については学
校関係者から高評価をいただい
た。継続していきたい。  
(2)進学・就職ともｶﾞｲﾀﾞﾝｽﾙｰﾑを
利用した生徒は増え、就職内定
32 名、進学調査書発行数 153 で
双方増加した。各進路説明会の実
施や今年度導入した「進路・進学
探究」ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適切に運営でき
たことは成果があった。しかし、
一定数いる進路未定者の対策は、
今後の課題である。  
 
(3)生徒・保護者に対しての見学
会・説明会の実施など情報提供
はある程度達成できた。今後は
より生徒の希望に添えるような
活動を検討する必要がある。 
 
(4)通級指導の内容や取り組みを
工夫することにより生徒それぞ
れに有効な支援ができている。
生徒の個別支援につながる指導
を組織的に取り組めるような方
策を引き続き検討する。 

(1)横浜中地区のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟに
ついては、事前説明会や修悠
館通信、ﾏｲﾍﾟｰｼﾞのお知らせ等
に載せ、周知活動を徹底して
行うことで参加者数を増加さ
せたい。また、就職前ｲﾝﾀｰﾝｼｯ
ﾌﾟについては、学校関係者評
価項目に合った制約等問題点
を考慮しながら来年度も引き
続き取り組んでいきたい。  
(2)卒業生対象の Google Class 
room を活用し、進路未定者を
減少させるための方策を検討
していく。「進路・進学探
究」ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの参加者を増やす
ため、予算化し、希望者が確
実に活用できる環境を整えて
いく。 
 
 
 
 (3)ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ等の外部機関
と連携を取りながら、生徒そ
れぞれの希望や個性に合わせ
た進路が見いだせるように学
校と家庭とが一体となって支
援していく。 
 
(4)様々な取り組みや体験など
とともに生徒自身の自己評価
を実施することにより有効な
支援の在り方を模索する。 

４ 地域等との協働 

地域や近隣の小
中学校等と連携
し、協働の体制
を構築すること
で、地域に貢献
し、地域から信
頼される学校づ
くりの推進 

○活動機会の拡
充に向けた情報
交換をより円滑
に行うための体
制を検討すると
ともに、実施し
た活動を校内外
へ向けて適切に
発信していく。 

(1)地域との協働
に関する学校全体
の年間予定や担当
窓口を整理し、よ
り円滑な情報交換
体制を検討する。 
(2)地域との協働
に関する校内外へ
の情報発信を充実
させる。 

(1)学校全体の地域
連携を一覧にまと
め、活動機会の拡
充に向けた情報交
換体制を検討でき
たか。 
(2)様々な立場の職
員が情報発信を行
うことで、配信内
容 が 多 様 化 し た
か。 

(1)地域の事業所での
本校生徒の活動等、
本校が地域と関係し
て行っている活動に
ついて一覧にまとめ
た。 
(2)修悠館ﾌﾗｯｼｭを、
学校全体で取り組め
るように準備し、配
信の数を増やした。 

(1)作成した一覧表を
基に、地域関連の行
事を確実に実施す
る。また、活動の記
録を学校紹介の場で
活用できるようにす
る。 
(2)担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ以外の
方に更に協力しても
らえるように働きか
けていく。 

(1)今年度はふるさと
まつりにご協力いただ
き感謝している。引き
続きご協力をお願いし
たい。 

(1)地域の方の学校見学、地域だ
よりの作成と配付、地域の事業
所での本校生徒の活動等、本校
が地域と関係して行っている活
動について一覧にまとめた。 
(2)地域のふるさと祭や老人保健
施設でのｸﾘｽﾏｽ会等への参加の様
子など他ｸﾞﾙｰﾌﾟの教員にも修悠
館ﾌﾗｯｼｭを作成してもらい、効果
的な情報発信をすることができ
た。 

(1)あらためて地域の方々の協
力が本校の教育活動に欠かせ
ないということを認識するこ
とができた。この一覧表を更
新し、さらに活動を広げてい
く。 
(2)修悠館ﾌﾗｯｼｭの作成につい
てはまだ、職員全体には至っ
ていない。更に丁寧な広報活
動を行い、これまで以上に情
報発信していく。 

５ 
学校管理 
学校運営 

・生徒の自己実

現に向けた主体

的な活動をｻﾎﾟｰ

ﾄする環境整備

とｻﾎﾟｰﾄ力の向

上 

 

・教育環境の変
化によりよく対
応しようとする
教職員体制の充
実 

○生徒の学習環

境の向上を目指

し、ｽｸｰﾘﾝｸﾞのｵ

ﾝﾗｲﾝ配信に向け

た機器と学習室

等の整備を進め

る。 

 

○予想されるさ

まざまな災害に

即応できる教職

員、生徒の意識

向上を目指す。 

(1)ﾗｲﾌﾞｶﾒﾗの試験
的な運用を通し
て、より学習効果
の高いｽｸｰﾘﾝｸﾞを
行えるよう使用法
や機器の選定を通
して生徒に還元で
きるよう努める。 
 
(2)防災意識を高
められるよう、訓
練以外でも定期的
に防災情報を提示
する。 

(1)ｵﾝﾗｲﾝｽｸｰﾘﾝｸﾞの
視聴数と生徒の満
足度がどの程度で
あったか。 
 
 
 
 
 
(2)ｱﾝｹｰﾄ調査を行
ったり、ｱｸｾｽ数が
どの程度であった
か。 

(1)試験運用により導
入機器の選定の方向
性が定まってきた。ﾘ
ｱﾙﾀｲﾑの配信よりも、
出席できなかった場
合や復習での利用が
1 回あたり 10 件以上
あった。 
(2)防災 DIG 演習やｼｪ
ｲｸｱｳﾄ訓練後の振り返
りとしてｱﾝｹｰﾄ形式の
振り返りを行うこと
ができ、回答数が
150 件ほどだった。 

(1)通信制の特性上、
ｽｸｰﾘﾝｸﾞのｱｰｶｲﾌﾞ化を
中心に利用の促進を
検討していく。 
 
 
 
(2)ｼｪｲｸｱｳﾄ訓練の参
加者が約 350 名だっ
た。今後はｱﾝｹｰﾄ回答
の有効的な活用法を
模索する。 

同時双方向のスクーリ
ングをやろうという動
きがあるのなら、その
可能性を追求し続けて
ほしい。 

(1)ｽｸｰﾘﾝｸﾞのｵﾝﾗｲﾝ配信について
は、試験運用の状況から生徒の
利用数は多くはないが、登校し
てのｽｸｰﾘﾝｸﾞ参加が困難な生徒へ
の学習機会の提供を追求する必
要がある。 
 
(2)防災訓練の実施日における登
校生徒については概ね参加が見
られたが、振り返りまでのﾌｨｰﾄﾞ
ﾊﾞｯｸが不十分であった。訓練の
組み立て方によると思われるた
め改善の必要があることがわか
った。 

(1)試験運用の学習室と同じ仕
様の学習室を増やし、より多
くのｵﾝﾗｲﾝ配信が可能な環境整
備をすると同時に e-ﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃ
ﾑとの連携が円滑にとれるよう
にしていく。 
(2)防災訓練の一連の流れが終
わった後で振り返りをしてお
くよう促すのではなく、一連
の流れの中で振り返りをする
時間をとることや、訓練以外
での防災意識を向上させられ
るような情報発信をしてい
く。 



 

 


